
20,601,627 18,221,317
13.1

26,770,588

企　　　業　　　会　　　計

28,021,115

合　　　　　　　　　　　計
8.7

64,482,475 59,331,850
5,150,625

15,859,733
1,519,788

14,339,945

集　　　　　　　　　　　　計

一　　　般　　　会　　　計

議案第２５号

3,415,012

4.7

10.6

2,380,310
特　　　別　　　会　　　計

1,250,527

8,678,619

3,882,006

80,617

4.4
議案第２１号 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1,901,158

議案第２４号
13.7

議案第２２号 工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計

△ 0.7

2,391
△ 417

△ 57,677

△ 26.9

8,736,296

△ 9,093

7,240,515
△ 1.2

議案第１７号

1,820,541

墓 園 事 業 特 別 会 計 33,807

124,808121,015

介 護 保 険 特 別 会 計 7,153,735

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

議案第２０号

病 院 事 業 会 計

150,212

議案第１５号 住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 特 別 会 計

24,714

議案第１６号

議案第１８号

7,493,300

△ 35.0

△ 3,370

令和４年度当初予算案(会計別）
（単位：千円）

議案番号 会　　計　　名 令和４年度当初

28,021,115一 般 会 計

増減額及び
増減率(%)

令和３年度当初

26,770,588

1,974

7,343,088

△ 17.4

1,250,527

4.7

2.0

6,262

議案第１４号 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

9,632

議案第１３号

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

47.4

△ 3,793

△ 3.0

162,019
76,717

下 水 道 事 業 会 計

土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 238,736議案第１９号

△ 86,780

466,994

3,660,733 1,484,516
2,176,217

146.6

議案第２３号 水 道 事 業 会 計 3,299,108 2,188,637
1,110,471

50.7

1



一般会計

総務費

◇主な経費
路線バス運営事業補助金 千円

◇主な経費
防犯カメラ設置補助金 千円

◇主な経費
SDGs交付金 千円

地域安全に要する経費

財源内訳（千円）

予 算 額

令和４年度当初予算（案）の歳出の主なもの

　路線バス事業者より、利用客が少なく慢性的に赤字を抱えている橋本駅前
から隅田方面の3路線について、新型コロナウィルス感染症拡大などにより令
和4年3月末をもって休廃止したいと申し出があった。当該路線が廃止された
場合、現在路線バスを登下校に利用している小学生への代替手段の確保や、
廃止路線をコミュニティバスで運行するなど、短期間での対応が困難である
ことから、路線バス事業者に対し、年間の赤字額の1/2相当額を補助すること
で、3路線の廃止を１年間延伸するため、予算を計上した。

交通網整備に要する経費

80ページ 担当課 　政策企画課

　路線バス運行補助事業

予算説明書

10,000 千円

10,000

　防犯カメラ設置補助金

予算説明書 82ページ 担当課 　政策企画課 財源内訳（千円）

予 算 額 1,000 千円

　地域住民の安全確保及び犯罪抑止のため防犯カメラを設置しようとする
区・自治会に対し、設置費用等経費の２分の１（上限200千円・当該年度に原
則１台）を補助金として交付する予算を計上した。

1,000

SDGｓ交付金に要する経費

　SDGs交付金事業

予算説明書 84ページ 担当課 　総務課 財源内訳（千円）

予 算 額 60,969 千円

　市政の円滑な運営と行政効率の向上を図り、市内の地縁組織が身近な地域
課題を自主的に解決し自らの創意工夫により持続可能でより良い地域社会の
実現に資するために行う活動を支援するため、従来の「行政事務委託料」
「生ごみ堆肥化・減量化集団実施奨励金」「ごみ対策補助金」「敬老会事業
補助金」「防犯灯電気料金補助金」を一つにまとめ、市内の区・自治会を対
象に、住民自治の振興及び市民協働によるまちづくりを推進することを目的
として、持続可能な地域コミュニティ発展のための交付金を交付するための
予算を計上した。なお、交付額については、区・自治会の世帯数や高齢者数
などにより算定する。

60,969

一般財源
10,000

一般財源
1,000

国県支出金
2,887

一般財源
58,082
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◇主な経費
窓口電子化システム構築・利用委託料 千円

千円
千円

消耗品費（トイレ処理セット、女性用生理用品等） 千円
食糧費（アルファー化米、粉ミルク等） 千円

千円
千円

民生費

介護給付費 千円
訓練等給付費 千円
障害児通所給付費 千円
その他 千円

千円

担当課 　政策企画課

予 算 額 2,068,360 千円

予 算 額

計 2,068,360
166,960

　障がい者自立支援給付

担当課 　福祉課

　災害備蓄品等整備事業

予算説明書 　86,88ページ 担当課 　危機管理室

計 38,816

15,396

618,600
357,000

　「中央構造線断層帯による地震」の被害を想定し、令和３年度において策
定した橋本市災害備蓄計画に基づき、昨年に引き続きトイレ処理セット、備
蓄非常食、備蓄水、防災毛布などの整備を行う。
　災害発生時、2日から長期の避難生活が予想される避難者に対応する最低限
必要となる災害用備蓄品を保管するとともに道路遮断等による物流が止まっ
てしまった場合などを想定し、災害時に必要と考えられる衛生用品等を中心
に備蓄を進めて行く予算を計上した。

計 15,396
6,609

3,899
4,888

◇主な経費

災害対策に要する経費

電算管理運営に要する経費

予 算 額 38,816

　電子窓口及び電子申請導入事業

障がい者自立支援給付に要する経費

財源内訳（千円）予算説明書 122,124ページ　

　障害者総合支援法等に基づく介護給付費、訓練等給付費などの扶助費につ
いて前年度に比べ増加が見込まれることから増額の予算を計上した。
参考：前年度予算額　1,765,129千円（17.2％増）

◇主な経費

財源内訳（千円）

財源内訳（千円）予算説明書 84ページ

13,200
行政手続きオンライン化対応委託料 25,616

千円

　国が運営するマイナポータルサイトにおいて、マイナンバーカードを用い
たオンライン手続きが拡充されることから、本市でもこれらの手続きを可能
とするため、「デジタル基盤改革支援補助金」を活用し機器設定、連携サー
バ等の設置を行う。また、それら以外の行政手続きについてもオンライン化
を進めるため、電子申請システムの構築を行い、住民の利便性向上や行政運
営の効率化を図るための予算を計上した。

千円

防災備品費（仮設トイレセット、防災毛布等）

925,800

国県支出金
1,777

一般財源
13,619

国県支出金

12,807

一般財源

26,009

国県支出金

1,551,270

一般財源

517,090
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◇主な経費
老人福祉施設事務組合負担金 千円

◇主な経費
原田文化センター大規模改修工事監理委託料 千円
原田文化センター大規模改修工事費 千円

千円

◇主な経費
柱本地区学童保育所移設工事設計委託料 千円
柱本地区学童保育所移設工事費 千円
学童保育（児童クラブ）運営費補助金 千円
放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業補助金 千円
その他（消耗品費等） 千円

千円

予 算 額 782,136 千円

124ページ　 担当課 　いきいき健康課

　建築後３０年を経過したことにより、防水機能の低下や外壁の剝落が認め
られる原田文化センターの陸屋根のシート防水、外壁の防水塗装、アスベス
トの除去などの施設の長寿命化のための大規模改修工事の予算を計上した。

　伊都郡町村及び橋本市老人福祉施設事務組合が、老朽化が進行した国城寮（養護老
人ホーム100床、特別養護老人ホーム80床）を新築移転するため、令和４年度から実
施する予定である養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの新築工事費のほか、新築
工事監理委託業務費等のための同組合への負担金等を予算計上した。（事務費負担
金：2,128千円　施設整備基金積立分：4,073千円　建設事業分：775,935千円）
　
令和６年１月より運営開始の予定
移転先住所：伊都郡九度山町九度山１２６５－１番地　延床面積：約6,500㎡
定員：養護老人ホーム　８０床　特別養護老人ホーム　８０床
予定総事業費：3,163,617千円

782,136

　138ページ 担当課 　教育総務課

計

予算説明書 財源内訳（千円）

学童保育に要する経費

　社会環境の変化に伴い、年々ニーズが高まる学童保育所について、校舎か
ら遠距離にある柱本学童保育所を校舎内に移設するための工事費や市内２４
箇所ある学童保育所への運営費の補助金、また国からの財源を活用した支援
員等への処遇改善臨時特例事業補助金などの予算を計上した。

233,743

計 55,803

951
7,713

　原田文化センター大規模改修事業

予算説明書 130ページ　 担当課 　文化センター

　市内学童保育実施事業

文化センター管理運営に要する経費

250,311

250,311

老人福祉事務に要する経費

　老人福祉施設（国城寮）建替事業等

予算説明書 財源内訳（千円）

605
55,198

財源内訳（千円）

7,300

予 算 額 55,803 千円

千円

604

予 算 額

国県支出金
164,627

地方債
2,100

一般財源
83,584

国県支出金
41,852

地方債
10,400

一般財源 3,551

地方債
696,300

一般財源
85,836
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◇主な経費
旧岸上保育園園舎等解体工事監理委託料 千円
旧岸上保育園園舎等解体工事費 千円

千円

◇主な経費
保育士等処遇改善臨時特例事業補助金 千円

衛生費

◇主な経費

コールセンター等委託料 千円
コロナワクチン接種予約・運営委託料 千円
予防接種委託料 千円
集団接種委託料 千円
その他（一般報償金、郵便料等） 千円

千円

千円

計

37,842

千円

　民設民営による公私連携幼保連携型認定山田さつきこども園の運営開
始に伴い、廃園となった旧岸上保育園園舎等を解体するための予算を計
上した。

2,165
61,200

45,453

予 算 額 63,365 千円

　新型コロナウイルス感染症のワクチン３回目接種を７月末までに完了
するため、コールセンターを継続設置するとともに、ワクチン接種予約
にスムーズに対応するための委託料や集団接種のための委託料、また予
防接種を行う医師への委託料及び接種に係る医師への報償金などの予算
を計上した。

新型コロナウイルスワクチン接種に要する経費

　国の方針である保育士や幼稚園教諭等を対象に、賃上げ効果が継続さ
れる取組みを行うことを前提として、収入を３％程度引き上げるための
措置に対応するための予算を計上した。

27,197

　新型コロナウイルスワクチン接種事業

予算説明書 160,162ページ 担当課 いきいき健康課 財源内訳（千円）

予 算 額 233,024

124,411

14,038

27,197

計 233,024

11,280

財源内訳（千円）　142ページ 担当課 　こども課

63,365

　保育士等処遇改善事業

予 算 額

　142ページ 担当課 　こども課 財源内訳（千円）

予算説明書

保育所総務に要する経費

　旧岸上保育園園舎等解体事業

予算説明書

国県支出金
27,197

国県支出金
233,024

地方債
57,000

一般財源, 6,365
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◇主な経費

合併処理浄化槽設置整備事業補助金 千円

◇主な経費
病院事業債元利償還金 千円
その他（病院病床割等） 千円

千円

農林水産業費

◇主な経費

農産物等インターネット販売促進事業補助金 千円

777,212 千円

　財政課

　新病院建設費の起債償還費を、繰出基準に基づき一般会計負担分を繰
出すほか、地方交付税に措置されている病院費用を繰出す予算を計上し
た。

341,504
計 777,212

435,708

病院事業会計繰出金

　病院事業会計への繰出金

予算説明書  172ページ 担当課 財源内訳（千円）

170ページ 担当課 　下水道課 財源内訳（千円）

合併処理浄化槽に要する経費

　合併処理浄化槽設置整備事業補助金

予算説明書

予 算 額 28,150 千円

予 算 額

　生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、昨年度に引き
続き以下の補助金予算を計上した。
　また、令和３年度から実施しているくみ取り便所・単独処理浄化槽か
ら合併処理浄化槽への転換に限り、市単独事業として１基あたり
180,000円を上乗せ補助するための予算を計上した。

28,150

農業振興に要する経費

　農産物等インターネット販売促進事業

予算説明書 182ページ 担当課 　農林振興課 財源内訳（千円）

予 算 額 4,000 千円

　令和２年度からの継続事業。コロナ禍により対面販売が減少し、イン
ターネット販売を活用する農家や消費者が全国的に増加している状況に
鑑み、本市において、インターネットを活用した新たな販路の確立とリ
ピーター獲得による継続的な収入に繋げることで農業者を支援するた
め、市が認めたインターネット販売サイトの活用に係る販売手数料につ
いて補助金を交付する。補助上限50万円。

4,000

一般財源（地方交付税）
608,072

一般財源
169,140

国県支出金
15,166

一般財源
12,984

国県支出金
2,000

その他（産

業振興基金

繰入金）
2,000
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◇主な経費
はしもとふるさと便事業補助金 千円

◇主な経費
ため池劣化状況評価・豪雨耐性評価委託料 千円

商工費

◇主な経費
記念品代 千円
役務費（郵便料・手数料） 千円
ふるさと橋本応援寄附金サイト委託料 千円
その他（需用費、会場借上料） 千円

千円

予 算 額 千円141,958

担当課 　農林振興課

1,014
計 141,958

　ため池劣化状況評価・豪雨耐性評価委託

ため池等整備事業に要する経費

　令和２年１０月施行の「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推
進に関する特別措置法（令和１２年度末までの時限立法）」に基づき、
防災重点農業用ため池の劣化や豪雨による決壊の危険性を把握するため
の委託料を予算計上した。
　防災重点農業用ため池１７８か所について令和７年度までに点検を終
了する見込み

9,100

予 算 額

財源内訳（千円）

財源内訳（千円）

　令和２年度からの継続事業。コロナ禍において橋本市産農産物の需要
が低迷しないようにできるだけ多くの方に農産物を購入してもらい、全
国に本市産農産物のリピーターを作ることで農業者を支援することを目
的に、農産物の送料について補助金を交付する。

予算説明書

48,350

予 算 額 48,350

9,100

184ページ

予算説明書 200,202ページ 担当課 　はしもとブランド推進室

52,392

ふるさと橋本応援寄附金に要する経費

　ふるさと橋本応援寄附金事業

農産物販売促進事業に要する経費

　はしもとふるさと便事業

75,000

　橋本市をふるさととして応援し、ふるさと橋本の元気づくりに賛同す
る方々からの寄附に対して、記念品などのお礼やポータルサイト運用に
係る経費などを予算計上した。

　ふるさと橋本応援寄附金見込額：250,000千円

13,552

千円

190ページ 担当課 　農林整備課予算説明書 財源内訳（千円）

千円

国県支出金
9,100

ふるさと応援基

金繰入金
141,958

国県支出金
24,175

その他（産

業振興基

金繰入

金）
24,175
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◇主な経費
印刷製本費 千円

千円
千円

◇主な経費
橋本市五條市連携番組制作事業委託料 千円

土木費

◇主な経費

施設等維持修繕料 千円
市道等修繕工事費 千円
市道舗装修繕工事費 千円

千円

財源内訳（千円）

予 算 額 5,000

予算説明書 206ページ 担当課 　シティセールス推進課

予 算 額 1,666 千円

サイクルツーリズム観光活性化プロジェクト業務委託料

101,000

　橋本市五條市連携番組制作事業

道路維持に要する経費

5,000

観光振興に要する経費

1,666

　道路維持修繕事業

予算説明書 210,212ページ 担当課 　都市整備課 財源内訳（千円）

　サイクルツーリズム観光活性化プロジェクト事業

予算説明書 204ページ 担当課 　シティセールス推進課 財源内訳（千円）

千円

　道路施設等長寿命化事業として道路等の効率的かつ効果的な予防修繕
工事や、軽微な損傷箇所の緊急・応急的な修繕を行うことで安全性の確
保及び施設の長寿命化を図るための予算を計上した。

　市道等修繕工事個所　：慶賀野垂井線　L=250m　S=830㎡
　　　　　　　　　　　　岸上紀ノ川線　L=450m　S=2,500㎡
　　　　　　　　　　　　紀の川堤防線　L=350m　S=2,000㎡
　市道舗装修繕工事個所：神野々南部線　L=300m　S=2,000㎡

60,000

　サイクリングインストラクターを橋本市観光振興アドバイザーとして
委嘱し、インスタグラムなどのSNSにより、サイクリングを通じて橋本
市の魅力ある豊かな自然等を発信し、誘客を図るための委託料や橋本市
を周遊できるサイクリングロードマップを作成する印刷製本費を予算計
上した。

666
1,000

計

予 算 額

　橋本市の歴史的な魅力を広く伝えることを目的に、紀の川（吉野川）
で歴史的なつながりの深い奈良県五條市と連携し、共同でＢＳテレビ番
組を制作するための委託料を予算計上した。

千円

31,000
10,000

計 101,000

国県支出金
2,500

その他（産

業振興基

金繰入金）
2,500

国県支出金
833

その他（産

業振興基

金繰入金）
833

国県支出金
5,000

地方債
32,400

一般財源
63,600
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◇主な経費

橋梁修繕工事費 千円

◇主な経費

緊急自然災害防止対策工事費 千円
機械器具費 千円

千円

◇主な経費

木造住宅耐震診断委託料 千円
耐震補強設計審査委託料 千円
非木造住宅耐震改修診断補助金 千円
耐震ベッド・耐震シェルター設置補助金 千円
耐震補強設計と耐震改修工事の総合的な実施補助金 千円

計 千円

393,181

予 算 額 393,181 千円

担当課 　建築住宅課

住宅耐震化促進事業に要する経費

 224ページ

27,070

財源内訳（千円）

財源内訳（千円）

　住宅耐震改修事業費補助事業

予算説明書

予 算 額

財源内訳（千円）

　橋梁修繕事業

　都市整備課

　緊急自然災害防止対策事業債を活用し、大雨時に浸水の危険性がある
学文路地区について、排水ポンプを増設し水防機能を強化するための予
算を計上した。

27,070 千円

予算説明書 212ページ 担当課

23,320

　東南海地震などの地震による家屋の倒壊などに対して対策するため、
耐震診断や耐震補強工事を実施する際の補助金を予算計上する。

河川管理に要する経費

　浸水対策事業

予算説明書 214ページ 担当課 　都市整備課

2,400
640
178
532

40,700 千円

予 算 額

24,500
16,200

計 40,700

　道路施設等長寿命化事業として、橋梁の効率的かつ効果的な予防修繕
を行うことで安全性の確保及び施設の長寿命化を図る。調査・点検の結
果を踏まえ、令和４年度は橋谷大橋と岩倉大橋の橋梁補修工事を予算計
上した。

地方債
40,700

国県支出金
216,249

地方債
159,200

一般財源 17,732

国県支出金
19,444

一般財源, 
7,626
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消防費

◇主な経費

消防庁舎防災機能強化緊急整備設計監理委託料 千円
消防庁舎防災機能強化緊急整備改修工事費 千円

計 千円

◇主な経費

手数料 千円
消防団納庫整備等工事設計監理委託料 千円
消防団納庫新築工事費 千円

計 千円

77

予 算 額 36,666 千円

　消防本部担当課予算説明書 234ページ

消防団施設整備に要する経費

財源内訳（千円）

　消防団納庫整備事業

36,666

759
35,830

　経年による老朽化が進んでおり、大地震等が発生した場合、倒壊等で
使用できない可能性がある田原消防団器具庫を解体し新築するための予
算を計上した。

予算説明書 228ページ 担当課

58,316 千円

　緊急防災・減災事業債を活用し、消防庁舎非常用発電機を更新すると
ともに燃料タンクを増設、橋本北消防署についても非常用発電機燃料タ
ンク増設し、敷地内に発災72時間分の業務継続に必要な自衛的燃料備蓄
を行うための燃料循環型備蓄施設（自家用給油取扱所）の整備を実施す
る。
　令和4年度から令和6年度の3ヵ年の計画とし、防災拠点機能の強化を
図る。
　令和４年度においては、受水槽の嵩上げや庁舎内の止水板設置などの
浸水対策工事、及び、トイレの洋式化や換気設備の強化など感染症対策
として庁舎改修工事を実施する予算を計上した。

8,335
49,981
58,316

　消防本部

予 算 額

消防庁舎等管理に要する経費

　消防庁舎防災機能強化緊急整備事業

財源内訳（千円）

地方債
36,600

一般財源 66

地方債
58,300

一般財源 16
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教育費

◇主な経費

授業支援システム等及びICT支援員配置事業委託料 千円

◇主な経費

城山小学校長寿命化改良工事監理委託料 千円
恋野小学校トイレ改修工事設計委託料 千円
城山小学校長寿命化改良工事費 千円
紀見小学校外部改修工事費 千円

千円

　学校施設環境改善交付金を活用し、建築経過年数が40年を超える学校
施設について、長寿命化改修事業を計画的に進めることで施設の延命措
置を図る。
　令和４年度では城山小学校の一期工事費および紀見小学校の外部改修
にかかる一期工事を予算計上した。
　また、令和５年度において実施予定である恋野小学校のトイレ改修工
事の設計委託料を予算計上した。

241,424
54,081

計 302,038

1,248

予算説明書

5,285

財源内訳（千円）

予 算 額

　学校施設長寿命化等改修事業

千円

小学校建設に要する経費

302,038

250ページ 担当課 　教育総務課

　ＧＩＧＡスクール構想に伴い整備した端末に授業支援システム（教師用端
末や児童生徒用端末の画面を共有する機能、教材を配布・回収する機能、児
童生徒間での意見交換を支援する機能等を有するソフトウェア）、ドリル学
習システムを導入することで、授業の中で個人やグループの思考を共有した
り、複数の児童生徒による資料を作成したりする活動の充実を図るととも
に、オンラインで教科の学習を進めることができる環境を整備する。
　また、ＩＣＴ支援員を各校に配置することで、教員の負担軽減を行うとと
もに、ＩＣＴ機器のより効果的な活用を進めるための予算を計上した。

24,816

教育振興に要する経費

　授業支援システム等及びICT支援員配置事業

予算説明書 244ページ 担当課 　学校教育課 財源内訳（千円）

予 算 額 24,816 千円

国県支出金
94,397

地方債
145,000

一般財源
62,641

一般財源
24,816
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◇主な経費

手数料・土地家屋借上料 千円
公民館・郷土資料館建設工事設計監理委託料 千円
公民館・郷土資料館駐車場整備工事費 千円
土地購入費 千円

千円

特別会計

　工業団地造成事業特別会計

生涯学習課

公民館・郷土資料館建設に要する経費

　公民館・郷土資料館新築事業

千円

　老朽化した紀見地区公民館、郷土資料館及びあさもよし歴史館を移転
統合し、旧紀見小学校跡地に新築整備することで、地域の公民館活動を
より充実させるとともに、文化財及び歴史資料を一体的に保存管理・活
用する。
　昨年度よりの継続事業であり、令和４年度では駐車場用地の購入費お
よび駐車場整備工事費を計上するとともに、新築工事にかかる実施設計
委託の予算を計上した。

845

計 85,266

23,611

予 算 額 85,266

30,162
30,648

財源内訳（千円）

　令和元年度に工業団地造成事業特別会計を設置し事業を実施している、あやの台北部用地開発
事業について、引き続き造成工事等に要する経費を予算計上した。

主な実施事業
　○工事費
　　　あやの台北部工業団地第一地区造成工事費　２，６４４，５１２千円
　　　都市計画道路小峰台垂井線道路工事費　　　　　３５２，５５０千円
　○繰出金
　　　下水道事業会計繰出金　　　　　　　　　　　　　２２，５４７千円
　　　水道事業会計繰出金　　　　　　　　　　　　　　　４，０３１千円

予算説明書 262,264ページ 担当課

地方債
76,500

一般財源
8,766
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企業会計

　水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

　　資本的支出

　○橋本市浄水場第１期更新事業
　　　　橋本市浄水場（第１期）を更新する。
　　　　　継続費総額　　　　　　　　　　　　　２，８２５，２００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（期間：令和２年度～令和５年度）
　　　　　（令和４年度予算）１系、取水機械・電気設備・設計業務・管理棟耐震工事
　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０６，９０５千円
　○配水池更新事業
　　　　吉原配水池の電気設備工事を行う。
　　　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　　４９，９９５千円
　〇老朽管更新事業
　　　　老朽化した配水管を更新する。
　　　　　委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５，１２５千円
　　　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　１０３，３７１千円
　〇工業団地配水管布設事業
　　　　あやの台北部工業団地の整備に伴い配水管を新設する。
　　　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　１７５，２３０千円

　　資本的支出

　○公共下水道汚水整備事業
　　　　広域化(農業集落排水統合）に伴う公共下水道汚水管渠への接続
　　　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　　４６，３１０千円
　　　　城山台第１・２ポンプ場の改築
　　　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　　４５，６００千円
　　　　あやの台北部工業団地の整備に伴う公共下水道汚水管渠整備
　　　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　２２１，２３２千円
　〇公共下水道雨水整備事業
　　　　あやの台北部工業団地の整備に伴う公共下水道雨水管渠整備
　　　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　７６１，７５０千円
　〇流域下水道建設費負担金
　　　　伊都処理場建設改良費負担金
　　　　　負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　  ５５，４５９千円

　資本的支出

　○建設改良費
      病院備品及び訪問看護備品を更新する。
　　　　資産購入費（医療用器械及び院用備品）　　　３９０，３７９千円
　　　建物付属設備を更新する。
　　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　　　５０，０００千円

　〇企業債元金償還金　　　　　　　　　　　　　　　５７５，５０９千円
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◆市税

（単位：千円）

平成30年度
決算額

令和元年度
決算額

令和2年度
決算額

令和3年度
当初予算額

令和4年度
当初予算額

3,142,260 3,110,499 3,035,780 2,889,840 2,948,502

2,779,939 2,775,822 2,776,780 2,645,550 2,695,144

362,321 334,677 259,000 244,290 253,358

2,789,535 2,790,339 2,855,224 2,457,005 2,701,823

194,853 202,741 213,001 213,318 227,020

368,903 374,644 358,905 345,860 379,050

1,250 1,366 683 903 271

380,690 381,969 388,493 368,451 383,776

39,996 0 0 0

6,877,491 6,901,554 6,852,086 6,275,377 6,640,442

△ 51,839 24,063 △ 49,468 △ 576,709 365,065

△0.7% 0.3% △0.7% △8.4% 5.8%増減率

増減額

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

入湯税

都市計画税

特別土地保有税

計

法人

令和４年度一般会計当初予算案の概要（歳入）

 前年度の予算編成では、新型コロナウイルス感染症による市民税の減収や固定資産税の減免申請など
の影響額を大きめに見込んでいたことから、今年度の市税全体額は、前年度に比べ3億6,506万5千円
（5.8％）増の66億4,044万2千円となっています。
　おもな内訳は、市民税で5,866万2千円（2.0％）増の29億4,850万2千円を見込み、うち個人市民税で
は4,959万4千円（1.9％）増の26億9,514万4千円、法人市民税では、906万8千円（3.7％）増の2億
5,335万8千円を見込んでいます。また、固定資産税では、2億4,481万8千円（10.0％）増となる27億
182万3千円を見込んでおり、都市計画税では、1,532万5千円（4.2％）増の3億8,377万6千円を見込ん
でいます。軽自動車税では販売台数の増加により、1,370万2千円（6.4％）増の2億2,702万円を見込ん
でいます。

市民税

個人

946 1001 961 928 990

2,789 2,790 2,855 2,457 2,702

3,142 3,110 3,036
2,890

2,948
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平成30年度

決算額

令和元年度

決算額

令和2年度

決算額

令和3年度

当初予算額

令和4年度

当初予算額

（単位：百万円） 市税の推移

市民税

固定資産税

その他
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◆地方交付税

（単位：千円）

平成30年度
決算額

令和元年度
決算額

令和2年度
決算額

令和3年度
当初予算額

令和4年度
当初予算額

8,323,614 8,373,838 8,422,290 8,160,000 8,330,000

△ 63,738 50,224 48,452 △ 262,290 170,000

△0.8% 0.6% 0.6% △3.1% 2.1%

7,437,729 7,481,962 7,557,563 7,330,000 7,500,000

増減額 △ 65,773 44,233 75,601 △ 227,563 170,000

増減率 △0.9% 0.6% 1.0% △3.0% 2.3%

885,885 891,876 864,727 830,000 830,000

増減額 2,035 5,991 △ 27,149 △ 34,727 0

増減率 0.2% 0.7% △3.0% △4.0% 0.0%

920,633 702,253 662,048 1,005,000 693,000

△ 65,515 △ 218,380 △ 40,205 342,952 △ 312,000

△6.6% △23.7% △5.7% 51.8% △31.0%

　地方交付税は、前年度に比べ1億7,000万円（2.1％）増の83億3,000万円の見込みとなって
います。内訳は、普通交付税で、1億7,000万円（2.3％）増の75億円を見込んでおり、特別交
付税は、昨年と同額の8億3,000万円をそれぞれ計上しています。
　令和4年度の国の地方財政の見通しでは、社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方団体
が、行政サービスを安定的に提供しつつ、地域社会のデジタル化や公共施設の脱炭素化の取
組等の推進、消防・防災力の一層の強化などの重要課題に取り組めるよう、地方交付税等の
一般財源総額について、令和３年度を上回る額を確保するとし、地方交付税の総額は、前年
度比で6,153億円（3.5％）の増額となっています。令和４年度当初予算での普通交付税額
は、令和３年度決算見込額とこの率を基準に算出した額から合併算定替え特例の縮減、扶助
費などの社会保障費の増加等を考慮して算出しました。なお、地方交付税の一部を特例地方
債の発行により補てんされる臨時財政対策債については、地方財政の見通しでは、地方財源
の不足額に対処するため、前年度に比べて1兆7,805億円（△67.5％）の大幅な減額を見込ん
でいることから、令和４年度の当初予算では3億1,200万円（△31.0％）減の6億9,300万円を
計上しており、これを含めた実質交付税は、年度比1億4,200万円（△1.6％）の減額となって
います。

地方交付税

増減額

増減率

うち普通交付税

うち特別交付税

臨時財政対策債

増減額

増減率

886 892 865 830 830
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(単位：百万円） 地方交付税等の推移

臨時財政対策債

普通交付税

特別交付税

計

※地方交付税等とは、普通交付税、特別交付税、臨時財政対策債の合計です。
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◆市債

市債の発行額 （単位：千円）

平成30年度
決算額

令和元年度
決算額

令和2年度
決算額

令和3年度
当初予算額

令和4年度
当初予算額

1,902,033 2,001,253 2,236,765 1,959,600 2,199,500

△ 831,215 99,220 235,512 △ 277,165 239,900

△30.4% 5.2% 11.8% △12.4% 12.2%

◆市債の残高 （単位：千円）

平成30年度
決算額

令和元年度
決算額

令和2年度
決算額

令和3年度
当初予算額

令和4年度
当初予算額

市債残高 32,087,476 30,639,766 29,450,846 27,673,400 26,911,944

増減額 △ 1,555,640 △ 1,447,710 △ 1,188,920 △ 1,777,446 △ 761,456

増減率 △4.6% △4.5% △3.9% △6.0% △2.8%

市債

増減額

増減率

　市債については、前年度に比べ2億3,990万円（12.2％）増の21億9,950万円となっていま
す。　主な要因としては、地方財源の不足に対処するため地方財政法第５条の特例として発
行する、臨時財政対策債が3億1,200万円の減額となりますが、伊都郡町村及び橋本市老人福
祉施設事務組合で運営する、老朽化が進行した国城寮（養護老人ホーム100床、特別養護老人
ホーム80床）を新築移転するため、養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの新築工事費な
どの財源として、合併特例債が4億5,270万円増加、社会福祉施設整備事業債が1億6,310万円
増加したことが大きな要因となっています。
　また、市債の残高については、発行額は増額となりますが、それ以上の元金を償還するこ
ととなり、令和４年度当初予算時の市債残高は269億1,194万4千円の見込みとなり、令和３年
度末見込額より7億6,145万6千円（△2.8％）の減少見込みとなります。今後も市債の発行を
計画的に抑制し、残高の減少に努めます。
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（単位：百万円） 市債の推移
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16



令和４年度一般会計当初予算案の概要（歳出）

○人件費

（単位：千円）

平成30年度
当初予算額

平成31年度
当初予算額

令和2年度
当初予算額

令和3年度
当初予算額

令和4年度
当初予算額

471 459 456 448 450

1,787,206 1,764,886 1,800,083 1,759,440 1,756,398

1,423,224 1,299,942 1,435,626 1,531,430 1,408,681

1,042,464 1,154,323 1,192,908 1,214,033 1,173,832

616,056 648,771 660,369 626,559 637,631

3,826,486 3,713,599 3,896,078 3,917,429 3,802,710

増減額 △ 6,042 △ 112,887 182,479 21,351 △ 114,719

増減率 △0.2% △3.0% 4.9% 0.5% △2.9%

3,445,726 3,567,980 3,653,360 3,600,032 3,567,861

増減額 △ 79,898 122,254 85,380 △ 53,328 △ 32,171

増減率 △2.3% 3.5% 2.4% △1.5% △0.9%

※一般会計給与費明細書より

退職手当を除いた計

計

　議員報酬や特別職及び職員給与費等を集計した人件費総額は47億9,319万7千円となり、前
年度に比べ2,164万4千円（△0.4％）の減少となりました。
　主な要因は、会計年度任用職員の増員により37,504千円の増加となりますが、職員の定年
退職者の減少により退職手当が8,254万8千円の減少となるほか、職員期末手当が2,729万3千
円の減少となったことなどが主な要因です。

　下表とグラフは、予算説明書・一般会計給与費明細書から一般職における会計年度任用職員以
外の職員の給与費及び職員数の推移を表したものです。

職員給与費の状況

職員数

給料

手当

退職手当を除く

共済

3,826 3,714 3,896 3,917 3,803

471 459
456 448 450
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職員給与と職員数の推移

人件費

職員数
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○扶助費

（単位：千円）

平成30年度
決算額

令和元年度
決算額

令和2年度
決算額

令和3年度
当初予算額

令和4年度
当初予算額

扶助費 4,937,491 5,361,083 5,600,552 5,450,131 5,708,004

増減額 △ 63,715 423,592 239,469 △ 150,421 257,873

増減率 △1.3% 8.6% 4.5% △2.7% 4.7%

○物件費

（単位：千円）

平成30年度
決算額

令和元年度
決算額

令和2年度
決算額

令和3年度
当初予算額

令和4年度
当初予算額

物件費 3,910,100 3,649,279 3,520,309 4,087,362 4,187,718

増減額 △ 104,594 △ 260,821 △ 128,970 567,053 100,356

増減率 △2.6% △6.7% △3.5% 16.1% 2.5%

　扶助費は、前年度に比べて2億5,787万3千円（4.7％）増加の57億800万4千円となっていま
す。主な要因は、障がい者自立支援給付費で3億323万1千円の増加や生活困窮者自立支援金で
966万円の増加がある一方、児童手当で1,994万円減少し、養護老人ホームの措置費で871万4
千円減少しています。

　物件費は、前年度に比べ1億35万6千円（2.5％）増の41億8,771万8千円となっています。増
加の要因として、旧岸上保育園園舎解体工事費を6,120万円で計上し、5年に1度の実施が義務
付けられている道路施設等の点検委託料を4,880万円増加で計上しています。また、電子申請
の導入費用で3,881万6千円の計上も増加の要因となっています。
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（単位：百万円） 物件費の推移
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○公債費

（単位：千円）

平成30年度
決算額

令和元年度
決算額

令和2年度
決算額

令和3年度
当初予算額

令和4年度
当初予算額

公債費 3,715,646 3,667,877 3,610,108 3,882,510 3,519,967

増減額 △ 60,250 △ 47,769 △ 57,769 272,402 △ 362,543

増減率 △1.6% △1.3% △1.6% 7.5% △9.3%

  市債の元利償還金と一時借入金の利息の合計である公債費は、前年度に比べ3億6,254万3千
円（9.3％）減の35億1,996万7千円となっています。
　内訳として、元金は、3億2,691万3千円（△8.8％）減の33億9,285万6千円、利子は、3,563
万円（△21.9％）減の1億2,711万1千円となっています。このうち一時借入金利子を73万9千
円見込んでいます。元金が減額となった主な要因は、令和３年度においては、新型コロナウ
イルス感染症の影響により徴収猶予した税額補填相当分を借り入れた地方債（徴収猶予特例
債）の償還金2億260万円を見込んでいたことが最も大きな要因となっています。
　今後、令和５年度以降でも減少する見込みですが、公債費の増加は財政硬直化の大きな要
因となるため、新たな市債の発行については、償還額を鑑み計画的な地方債の借入れること
で、適切な財政運営を行っているところです。
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○普通建設事業費

（単位：千円）

平成30年度
決算額

令和元年度
決算額

令和2年度
決算額

令和3年度
当初予算額

令和4年度
当初予算額

1,137,722 1,626,538 1,895,627 1,243,803 1,317,825

△ 1,101,347 488,816 269,089 △ 651,824 74,022

△49.2% 43.0% 16.5% △34.4% 6.0%

536,074 782,380 1,257,592 457,339 528,585

増減額 △ 422,034 246,306 475,212 △ 800,253 71,246

増減率 △44.0% 45.9% 60.7% △63.6% 15.6%

601,648 844,158 638,035 786,464 789,240

増減額 △ 679,313 242,510 △ 206,123 148,429 2,776

増減率 △53.0% 40.3% △24.4% 23.3% 0.4%

 普通建設事業は、前年度に比べ7,402万2千円（6.0％）増の13億1,782万5千円となっていま
す。

　補助事業は、前年度に比べ7,124万6千円（15.6％）増の5億2,858万5千円となっています。
増額となった主な事業は、道路施設長寿命化事業1億7,758万1千円、原田文化センター大規模
改修事業費5,580万3千円などで、減額となった主な事業は、西部小学校長寿命化改良事業△1
億3,286万9千円、市営住宅屋外改修工事費△1,061万8千円などです。

　一方、単独事業は、前年度に比べ277万6千円（0.4％）増の7億8,924万円となっています。
増額となった主な事業は、消防庁舎防災機能強化緊急整備改修事業5,831万6千円、公民館・
郷土資料館建設事業5,376万2千円、緊急自然災害防止対策事業3,140万2千円などです。ま
た、減額となった主な事業は、産業文化会館外壁等改修事業△2億6,012万3千円、業務システ
ム環境サーバ・業務ネットワーク構築事業△1億3,912万8千円、西部小学校長寿命化改良事業
△4,808万6千円などです。
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補助事業費

単独事業費
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○基金残高見込み

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

500,000 500,000 807,000 1,005,000 1,221,524

0 0 0 0 0

560,000 440,000 500,000 500,000 200,000

1,060,000 940,000 1,307,000 1,505,000 1,421,524

主要３基金の残高の推移 （単位：千円）

平成30年度
（R1.5末）

令和元年度
（R2.5末）

令和２年度
（R3.5末）

令和3年度
3月補正後

令和4年度
当初予算

1,205,813 1,507,014 1,757,731 2,061,731 840,208

160,203 301,201 250,717 304,000 △ 1,221,523

15.3% 25.0% 16.6% 17.3% △59.2%

5,860 5,862 5,863 243,069 243,070

0 2 1 237,206 1

0.0% 0.0% 0.0% 4045.8% 0.0%

931,435 802,858 741,658 743,339 543,340

3,036 △ 128,577 △ 61,200 1,681 △ 199,999

0.3% △13.8% △7.6% 0.2% △26.9%

2,143,108 2,315,734 2,505,252 3,048,139 1,626,618

163,239 172,626 189,518 542,887 △ 1,421,521

8.2% 8.1% 8.2% 21.7% △46.6%増減率

減債基金

増減額

増減率

地域づくり基金

増減額

増減率

計

増減額

増減率

　令和３年度における主要３基金の残高は、令和２年度末の残高に比べ5億4,288万7千円増加
の30億4,813万9千円を見込んでいます。主な要因としては、新型コロナウイルス感染症の影
響により市税収入の大幅な減収を見込んでいましたが、想定以上の収入となったことによ
り、財政調整基金の取り崩しの減額が図れました。また、令和３年度において借り入れる臨
時財政対策債にかかる今後の償還財源として、普通交付税の追加交付があったことから、2億
3,720万5千円を減債基金に積立てたことが増加の主な要因です。当初予算では、骨格予算の
編成ではあるものの、昨年に引き続き14億2,152万4千円を繰入ており、決して基金残高に余
裕ができたわけではありません。

財源不足による当初予算における基金繰入の状況
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減債基金

地域づくり基金

計
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(単位：百万円）主要３基金の残高の推移
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単位：千円

令和４年度
構成比
（％）

令和３年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

１ 市 税 6,640,442 23.7 6,275,377 23.4 365,065 5.8

個人市民税　　　　　　４９，５９４
法人市民税　　　　　  　９，０６８
固定資産税　　　　　２４４，８１８
軽自動車税　　　　　　１３，７０２
市たばこ税　　　　　　 ３３，１９０
都市計画税　　　　　　１５，３２５

２ 地 方 譲 与 税 247,122 0.9 240,744 0.9 6,378 2.6 R３決算見込に基づく増

３ 利 子 割 交 付 金 7,000 0.0 7,700 0.0 △ 700 △ 9.1 R３決算見込に基づく減

４ 配 当 割 交 付 金 39,000 0.1 42,000 0.2 △ 3,000 △ 7.1 R３決算見込に基づく減

５ 株式等譲渡所得割交付金 33,000 0.1 33,000 0.1 0 0.0

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 39,862 0.1 39,862 0.1 0 0.0

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 1,267,000 4.5 1,157,000 4.3 110,000 9.5 R２決算額及びR３決算見込に基づき増

８ ゴルフ場利用税交付金 22,000 0.1 22,000 0.1 0 0.0

９ 自動車税環境性能割交付金 25,584 0.1 25,584 0.1 0 0.0

１０ 地 方 特 例 交 付 金 43,000 0.2 317,334 1.2 △ 274,334 △ 86.4 地方税減収補塡特別交付金の皆減
　△２７４，３３４

１１ 地 方 交 付 税 8,330,000 29.7 8,160,000 30.5 170,000 2.1 普通交付税　　＋１７０，０００

１２ 交通安全対策特別交付金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

１３ 分 担 金 及 び 負 担 金 124,232 0.5 135,086 0.5 △ 10,854 △ 8.0

特定教育・保育施設利用者負担額（保
育園こども園２号・３号）　△５，６８３
小規模土地改良事業費分担金
　△３，０００
市単農業用施設整備工事費分担金
　△１，２００

１４ 使 用 料 及 び 手 数 料 363,774 1.3 343,066 1.3 20,708 6.0

住宅使用料　＋７，１５４
保健福祉センター使用料
　＋６，７５６
エコパーク紀望の里温浴施設使用料
　＋３，２００
塵芥処理手数料（指定ごみ）
　＋２，２００

道路メンテナンス事業補助金
　＋９８，３２９
障害者自立支援給付費負担金
　＋９５，２５７
学校施設環境改善交付金
　＋６２，５４８
障害児施設措置費（給付費等）負担金
＋４８，２５９
新型コロナウイルスワクチン接種体制
確保事業費補助金　＋４７，４６８
保育士等処遇改善臨時特例交付金
　＋３５，３０９（皆増）
地方創生推進交付金　＋２９，１７８
社会資本整備総合交付金
　＋２０，３８２
新型コロナウイルス感染症生活困窮
者自立支援金支給事業費交付金
　＋１０，６４２（皆増）

新型コロナウイルスワクチン接種対策
費負担金　△９１，５６４
個人番号カード交付事業費補助金
　△３２，２６６
児童手当負担金　△１４，０５５

令和４年度一般会計当初予算案 款別増減比較表（歳入）

款

１５ 国 庫 支 出 金 3,909,028 14.0 3,572,459 13.3 336,569 9.4
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単位：千円

令和４年度
構成比
（％）

令和３年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

令和４年度一般会計当初予算案 款別増減比較表（歳入）

款

障害者自立支援給付費負担金
　＋４７，６２９
隣保館等整備補助金
　＋４１，８５２（皆増）
参議院議員通常選挙費委託金
　＋４０，９１０（皆増）
県知事選挙費委託金
　＋３７，９５９（皆増）
障害児施設措置費（給付費等）負担金
　＋２４，１３０

衆議院議員総選挙費委託金
　△４２，８８０（皆減）
子どものための教育・保育給付負担金
　△７，９１９
農業次世代人材投資資金
　△７，５００

１７ 財 産 収 入 22,743 0.1 21,538 0.1 1,205 5.6 土地建物貸付収入　＋１，２１５

１８ 寄 附 金 252,645 0.9 202,698 0.8 49,947 24.6 ふるさと橋本応援寄附金　＋５０，０００

財政調整基金繰入金 　＋２１６，５２４
地域づくり基金繰入金　△３００，０００
ふるさと応援基金繰入金　＋９５，９７１
産業振興基金繰入金　　  ＋５３，４０４

企業誘致対策基金繰入金
　　＋９，６９０

２０ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

介護予防プラン作成料　＋３，１９５
橋本伊都広域観光協議会返還金
　＋１，２４５

消防団員退職報償金　△７，１６０
学校給食費徴収金　△６，５４２
橋本・高野・伊都指令共同運用負担金
　△３，８０４
和歌山県聖火リレー支援交付金
　△３，５００（皆減）
保育所給食費保護者徴収金
　△３，４５６
過年度重度心身障害児(者)医療費返
還金　△３，０００

合併特例債　　　＋４５２，７００
社会福祉施設整備事業債
　＋１６３，１００
公共事業等債　 ＋６２，９００
防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債
　＋４３，０００（皆増）
緊急自然災害防止対策事業
　＋４２，３００（皆増）
学校教育施設等整備事業債
　＋３１，８００
一般補助施設整備等事業債
　＋１０，４００（皆増）
地方道路等整備事業債
　＋９，０００（皆増）
公営住宅建設事業債　　 ＋４，６００
一般廃棄物処理事業債 　 　＋４００

臨時財政対策債　 △３１２，０００
公共施設等適正管理推進事業債
　△１５９，８００
防災対策事業債
△３６，５００（皆減）
緊急防災・減災事業債　△２９，７００
地域活性化事業債　△２１，５００
和歌山県市町村振興資金貸付
　△１９，０００（皆減）
上水道整備事業債　△１，８００

28,021,115 100.0 26,770,588 100.0 1,250,527 4.7歳 入 合 計

１６ 県 支 出 金 2,183,142 7.8 2,003,824 7.5 179,318 8.9

１９ 繰 入 金 1,830,049 6.5 1,735,807 6.5 94,242 5.4

△ 33,917 △ 7.2

7.3 239,900 12.2

1.8２１ 諸 収 入 438,991 1.6 472,908

２２ 市 債 2,199,500 7.8 1,959,600
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単位：千円

令和４年度
構成比
（％）

令和３年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

主な対前年増減額

１． 議 会 費 230,601 0.8 234,125 0.9 △ 3,524 △ 1.5

議員期末手当　△１，３８５
議員共済会公費給付費負担金
　△１，３３１
期末手当　△４１８

過誤納還付金　＋１８４，７１６
ＳＤＧｓ交付金　＋６０，９６９（皆増）
ふるさと応援基金積立金　＋５０，０００
特別職退職手当　＋２７，３１４（皆増）
行政手続オンライン化対応委託料
　＋２５，６１６（皆増）

務システム環境サーバ・業務ネットワー
ク構築等委託料　△１３９，１２８
退職手当　△８４，１４３

老人福祉施設事務組合負担金
　＋７０４，５５７
介護給付費　＋１２１，２００
障害児通所給付費　＋９８，１６０
訓練等給付費　＋７０，４４０
旧岸上保育園園舎等解体事業
　＋５９，９３４
原田文化センター大規模改修事業
　＋５５，１０１
学童保育（児童クラブ）運営費補助金
　＋４４，１０６
保育士等処遇改善臨時特例事業補助金
　＋２７，１９７（皆増）

たんぽぽ園等整備事業
　△２１，９６９（皆減）
児童手当　△１９，９４０
児童扶養手当　△１５，６１５
特別保育事業費等補助金
　△２２，５５６
国民健康保険特別会計繰出金
　△１１，８２８

保健衛生総務人件費　＋４７，４５２
病院事業会計繰出金　＋１０，０６０
飲料水供給施設に要する経費
　＋８，８０４

新型コロナウイルスワクチン接種に要す
る経費　△４４，０９６
橋本周辺広域市町村圏組合負担金
　△２３，２０６

５． 労 働 費 323 0.0 322 0.0 1 0.3

橋本ふるさと便事業　＋５２，９１３（皆増）
農地人件費　＋７，５５３
森林環境譲与税基金積立金
　＋６，３７８
農産物等インターネット販売促進事業
補助金　＋４，０００（皆増）

小規模土地改良工事費　△１０，０００
農業次世代人材投資資金　△７，５００

産業振興基金積立金　＋５３，４０４
ふるさと納税お礼品等関連経費
　＋３０，７２６
都市計画道路山内垂井線道路工事費
　＋３０，５４８（皆増）

商工関係人件費　△２１，８００
やどり温泉いやしの湯外壁改修事業
　△１７，４５８（皆減）
企業立地促進奨励金　△９，７１９

令和４年度一般会計当初予算案 款別増減比較表（歳出）

款

２． 総 務 費 2,536,257 9.0 2,365,748 8.9 170,509 7.2

1,186,906 11.2

４． 衛 生 費 2,983,102 10.6 3,008,259 11.2 △ 25,157 △ 0.8

３． 民 生 費 11,743,424 41.9 10,556,518 39.4

52,631 7.8

７． 商 工 費 584,102 2.1 521,012 1.9 63,090 12.1

６． 農 林 水 産 業 費 725,579 2.6 672,948 2.5
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単位：千円

令和４年度
構成比
（％）

令和３年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

主な対前年増減額

令和４年度一般会計当初予算案 款別増減比較表（歳出）

款

道路施設長寿命化事業　＋１７７，５８１
地域優良賃貸住宅基金積立金
　＋２８，５２２
市道等修繕工事費　＋２７，０００
除草委託料　＋２３，２００
市道等修繕費　＋２０，０００
土地区画整理事業特別会計繰出金
　＋１７，１７１

市営住宅屋外改修工事費
　△１０，６１８
道路維持改良人件費　△１０，４４５
耐震補強設計と耐震改修工事の総合
的な実施補助金　△８，１６２
下水道事業会計繰出金　△７，７１４

消防庁舎防災機能強化緊急整備改修
事業　＋５８，３１６（皆増）
はしご車オーバーホール
　＋３９，６９４（皆増）
消防団納庫更新事業
　＋３１，７３８
県総合防災情報システム負担金
　＋５，９２９

高規格救急車等購入費
　△４４，７８５（皆減）
伊都消防組合負担金　△２２，６６６
消防団退職報償金　△７，１６０

城山小学校長寿命化事業
　＋２１０，９３４
公民館・郷土資料館建設事業
　＋５３，７６２
紀見小学校外部改修事業
　＋５２，０５２
伏原児童館解体事業
　＋１３，８１３（皆増）

産業文化会館外壁等改修事業
　△２６０，１２３（皆減）
西部小学校長寿命化事業
　△１３２，８６９（皆減）
旧橋本学校給食センター解体事業
　△８６，１００（皆減）
教育費関係人件費　△２２，９３０
国民文化祭実行委員会補助金
　△１２，７３５（皆減）

１１． 災 害 復 旧 費 3 0.0 3 0.0 0 0.0

１２． 公 債 費 3,519,967 12.6 3,882,510 14.5 △ 362,543 △ 9.3
償還元金　△３２６，９１３
償還利子  　△３５，４８０

１３． 諸 支 出 金 490 0.0 497 0.0 △ 7 △ 1.4

１４． 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

歳 出 合 計 28,021,115 100.0 26,770,588 100.0 1,250,527 4.7

消 防 費 1,094,598 3.9 1,029,372 3.8 65,226 6.3

288,133 15.4

１０． 教 育 費 2,426,371 8.7 2,611,109 9.8 △ 184,738 △ 7.1

８． 土 木 費 2,156,298 7.7 1,868,165 7.0

９．
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単位：千円

令和４年度
構成率
（％）

令和３年度
構成率
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

市 税 6,640,442 23.7 6,275,377 23.4 365,065 5.8

個人市民税　　　　　　４９，５９４
法人市民税　　　　　  　９，０６８
固定資産税　　　　　２４４，８１８
軽自動車税　　　　　　１３，７０２
市たばこ税　　　　　　 ３３，１９０
都市計画税　　　　　　１５，３２５

分 担 金 及 び 負 担 金 124,232 0.5 135,086 0.5 △ 10,854 △ 8.0

特定教育・保育施設利用者負担額（保
育園こども園２号・３号）　△５，６８３
小規模土地改良事業費分担金
　△３，０００
市単農業用施設整備工事費分担金
　△１，２００

使 用 料 及 び 手 数 料 363,774 1.3 343,066 1.3 20,708 6.0

住宅使用料　＋７，１５４
保健福祉センター使用料
　＋６，７５６
エコパーク紀望の里温浴施設使用料
　＋３，２００
塵芥処理手数料（指定ごみ）
　＋２，２００

財 産 収 入 22,743 0.1 21,538 0.1 1,205 5.6 土地建物貸付収入　＋１，２１５

寄 附 金 252,645 0.9 202,698 0.8 49,947 24.6 ふるさと橋本応援寄附金　＋５０，０００

財政調整基金繰入金 　＋２１６，５２４
地域づくり基金繰入金　△３００，０００
ふるさと応援基金繰入金　＋９５，９７１
産業振興基金繰入金　　  ＋５３，４０４

企業誘致対策基金繰入金
　　＋９，６９０

繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

介護予防プラン作成料　＋３，１９５
橋本伊都広域観光協議会返還金
　＋１，２４５

消防団員退職報償金　△７，１６０
学校給食費徴収金　△６，５４２
橋本・高野・伊都指令共同運用負担金
　△３，８０４
和歌山県聖火リレー支援交付金
　△３，５００（皆減）
保育所給食費保護者徴収金
　△３，４５６
過年度重度心身障害児(者)医療費返
還金　△３，０００

9,672,877 34.6 9,186,481 34.4 486,396 5.3

地 方 譲 与 税 247,122 0.9 240,744 0.9 6,378 2.6 R３決算見込に基づく増

利 子 割 交 付 金 7,000 0.0 7,700 0.0 △ 700 △ 9.1 R３決算見込に基づく減

配 当 割 交 付 金 39,000 0.1 42,000 0.2 △ 3,000 △ 7.1 R３決算見込に基づく減

株式等譲渡所得割交付金 33,000 0.1 33,000 0.1 0 0.0

法 人 事 業 税 交 付 金 39,862 0.1 39,862 0.1 0 0

地 方 消 費 税 交 付 金 1,267,000 4.5 1,157,000 4.3 110,000 9.5 R２決算額及びR３決算見込に基づき増

ゴルフ場利用税交付金 22,000 0.1 22,000 0.1 0 0.0 0

自 動 車 取得 税交 付金 25,584 0.1 25,584 0.1 0 0.0

依
　
　
　
存
　
　
　
財
　
　
　
源

令和４年度一般会計当初予算案 性質別増減比較表（歳入）

歳入項目

小　　　　　計

繰 入 金 1,830,049 6.5 1,735,807 6.5 94,242 5.4

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

諸 収 入 438,991 1.6 472,908 △ 7.21.8 △ 33,917
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単位：千円

令和４年度
構成率
（％）

令和３年度
構成率
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

令和４年度一般会計当初予算案 性質別増減比較表（歳入）

歳入項目

地 方 特 例 交 付 金 43,000 0.2 317,334 1.2 △ 274,334 △ 86.4 地方税減収補塡特別交付金の皆減
　△２７４，３３４

地 方 交 付 税 8,330,000 29.7 8,160,000 30.5 170,000 2.1 普通交付税　　＋１７０，０００

交通安全対策特別交付金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

道路メンテナンス事業補助金
　＋９８，３２９
障害者自立支援給付費負担金
　＋９５，２５７
学校施設環境改善交付金
　＋６２，５４８
障害児施設措置費（給付費等）負担金
＋４８，２５９
新型コロナウイルスワクチン接種体制
確保事業費補助金　＋４７，４６８
保育士等処遇改善臨時特例交付金
　＋３５，３０９（皆増）
地方創生推進交付金　＋２９，１７８
社会資本整備総合交付金
　＋２０，３８２
新型コロナウイルス感染症生活困窮
者自立支援金支給事業費交付金
　＋１０，６４２（皆増）

新型コロナウイルスワクチン接種対策
費負担金　△９１，５６４
個人番号カード交付事業費補助金
　△３２，２６６
児童手当負担金　△１４，０５５

障害者自立支援給付費負担金
　＋４７，６２９
隣保館等整備補助金
　＋４１，８５２（皆増）
参議院議員通常選挙費委託金
　＋４０，９１０（皆増）
県知事選挙費委託金
　＋３７，９５９（皆増）
障害児施設措置費（給付費等）負担金
　＋２４，１３０

衆議院議員総選挙費委託金
　△４２，８８０（皆減）
子どものための教育・保育給付負担金
　△７，９１９
農業次世代人材投資資金
　△７，５００

合併特例債　　　＋４５２，７００
社会福祉施設整備事業債
　＋１６３，１００
公共事業等債　 ＋６２，９００
防災・減災・国土強靭化緊急対策事業
債
　＋４３，０００（皆増）
緊急自然災害防止対策事業
　＋４２，３００（皆増）
学校教育施設等整備事業債
　＋３１，８００
一般補助施設整備等事業債
　＋１０，４００（皆増）
地方道路等整備事業債
　＋９，０００（皆増）
公営住宅建設事業債　　 ＋４，６００
一般廃棄物処理事業債 　 　＋４００

臨時財政対策債　 △３１２，０００
公共施設等適正管理推進事業債
　△１５９，８００
防災対策事業債
△３６，５００（皆減）
緊急防災・減災事業債　△２９，７００
地域活性化事業債　△２１，５００
和歌山県市町村振興資金貸付
　△１９，０００（皆減）
上水道整備事業債　△１，８００

18,348,238 65.4 17,584,107 65.6 764,131 4.3

28,021,115 100.0 26,770,588 100.0 1,250,527 4.7

依
　
　
　
存
　
　
　
財
　
　
　
源

小　　　　　計

歳 入 合 計

336,569 9.4

2,183,142 7.8

13.3

県 支 出 金

国 庫 支 出 金 3,909,028 14.0 3,572,459

市 債 2,199,500 7.8 1,959,600 7.3

2,003,824 7.5 179,318 8.9

239,900 12.2
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単位：千円

令和４年度
構成比
（％）

令和３年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

4,784,587 17.1 4,814,841 18.0 △ 30,254 △ 0.6

会計年度任用職員経費　＋３７，５０４
特別職退職手当　＋２７，３１４（皆増）
退職手当　△８２，５４８
期末手当　△２８，２０９

介護給付費　＋１２１，２００
障害児通所給付費　＋９８，１６０
訓練等給付費　＋７０，４４０
自立支援(更生)医療費　＋１６，２００
生活困窮者自立支援金支給事業
　＋１０，６４２（皆増）

児童手当　△１９，９４０
児童扶養手当　△１５，６１５
養護老人ホーム措置費　△８，７１４
母子生活支援施設措置費
　△７，４３４

3,519,967 12.6 3,882,510 14.5 △ 362,543 △ 9.3
償還元金　△３２６，９１３
償還利子  　△３５，４８０

14,012,558 50.1 14,147,482 52.9 △ 134,924 △ 1.0

1,317,825 4.7 1,243,803 4.6 74,022 6.0

道路施設長寿命化事業　＋１７７，５８１
原田文化センター大規模改修事業
　＋５５，８０３（皆増）

西部小学校長寿命化事業
　△１３２，８６９（皆減）
市営住宅屋外改修工事費
　△１０，６１８

消防庁舎防災機能強化緊急整備改修
事業　＋５８，３１６（皆増）
公民館・郷土資料館建設事業
　＋５３，７６２
緊急自然災害防止対策事業
　＋３１，４０２

産業文化会館外壁等改修事業
　△２６０，１２３（皆減）
業務システム環境サーバ・業務ネットワーク
構築等委託料　△１３９，１２８（皆減）
西部小学校長寿命化改良事業
　△４８，０８６（皆減）

3 0.0 3 0.0 0 0.0

1,317,828 4.7 1,243,806 4.6 74,022 6.0

投
資
的
経
費

小　　　　　計

補 助 事 業

災 害 復 旧 費

15.6

単 独 事 業 789,240 2.8 786,464 2.9 2,776 0.4

528,585 1.9 457,339 1.7

小　　　　　計

普 通 建 設 事 業

令和４年度一般会計当初予算案 性質別増減比較表（歳出）

歳出項目

義
務
的
経
費

人 件 費

扶 助 費 5,708,004 20.4 5,450,131 20.4 257,873 4.7

公 債 費

71,246
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単位：千円

令和４年度
構成比
（％）

令和３年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

令和４年度一般会計当初予算案 性質別増減比較表（歳出）

歳出項目

需用費　　＋１９，３６０
委託料　＋２７，２４７
使用貸借　＋２４，４５４
役務費　　＋５１，９０９
備品購入費　　＋５，０３９

その他（旧岸上保育園園舎等解体工事
費　＋６１，２００、旧橋本学校給食セン
ター解体等工事費　△８４，２００など）
△２７，６５３

263,858 0.9 207,705 0.8 56,153 27.0
道路等維持修繕事業　＋１９，５００
道路維持管理事業　＋２５，４０５
小中学校修繕料　＋８，１３６

老人福祉施設事務組合負担金
　＋７０４，５５７
過誤納還付金　＋１８４，７１６
ＳＤＧｓ交付金　＋６０，９６９（皆増）
橋本ふるさと便事業　＋５２，９１３（皆増）
学童保育（児童クラブ）運営費補助金
　＋４４，１０６
保育士等処遇改善臨時特例事業補助金
　＋２７，１９７（皆増）

通知カード・番号カード関連事務交付金
　△３２，４２６（皆減）
橋本周辺広域市町村圏組合負担金
　△２３，２９５
伊都消防組合負担金　△２２，６６６
国民文化祭実行委員会補助金
　△１０，０９１（皆減）

400,778 1.4 259,348 1.0 141,430 54.5

ふるさと応援基金積立金　＋５０，０００
産業振興基金積立金　＋５３，４０４
地域優良賃貸住宅基金積立金
　＋２８，５２２（皆増）

3,378 0.0 5,158 0.0 △ 1,780 △ 34.5
水道事業会計への出資金
　△１，７８０

451 0.0 451 0.0 0 0.0

後期高齢者医療特別会計繰出金
　＋２０，６６９
土地区画整理事業特別会計繰出金
　＋１７，１７１

国民健康保険特別会計繰出金
　△１１，８２８

20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

12,690,729 45.3 11,379,300 42.5 1,311,429 11.5

28,021,115 100.0 26,770,588 100.0 1,250,527 4.7

4,825,646

小　　　　　計

歳 出 合 計

貸 付 金

繰 出 金 2,988,900

4,187,718

そ
 

の
 

他

物 件 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

維 持 補 修 費

補 助 費 等

14.9

11.1

3,835,635 14.3 990,011 25.8

25,259 0.92,963,641

4,087,362 15.3 100,356 2.5

10.7

予 備 費

17.2
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